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２．Ｉ． １.宇宙産業技術情報基盤整備研究開発事業（SERVIS）の概要

概 要

実施期間

予算総額

実 施 者

平成１１年度～平成２９年度*) （１９年間）

３０３億円（委託）
（平成２３年度 １．８８億円、平成２４年度 １．４０億円、平成２５年度 １．１７億円、
平成２６年度 １．２６億円）

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
（平成23年度まで）

委託先：

・実証衛星1号機及び2号機 （平成11-23年度）
財団法人無人宇宙実験システム研究開発機構

・実証衛星3号機 （平成22-29年度）

一般財団法人宇宙システム開発利用推進機構
日本電気株式会社

宇宙、深部地中等、地上環境に比べて高温、高放射線等の極限環境で使用する機器の
低コスト化、短納期化、高機能化を図るため、我が国が得意とする安価で高機能な民生
部品・民生技術を選定して地上模擬試験及び宇宙実証試験を実施する。

その結果、これらを宇宙等の極限環境に適用するための民生部品・民生技術のデータ
ベース、選定評価及び適用設計ガイドライン等の知的基盤を構築する。

＊）事業見直しにより、終了は当初の平成２６年度から平成２９年度に変更
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２．Ｉ．２.事業の目的・政策的位置付け

小型衛星の開発、宇宙実証機会の確保による国際競争力強化
という観点から、以下の政策に位置づけられている。

 新成長戦略（平成２２年６月１８日、閣議決定）

 産業構造ビジョン２０１０（平成２２年６月３日、産業構造審議
会産業競争力部会報告書）

 技術戦略マップ（平成２２年６月１４日 経済産業省）

 第４期科学技術基本計画（平成２３年８月１９日、閣議決定）

 宇宙基本計画（平成２７年１月９日、宇宙開発戦略本部決定）

 宇宙基本計画 工程表（平成２７年１月９日、宇宙開発戦略
本部決定）
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目的

○ 民生部品、民生技術の地上試験と宇宙実証により、
宇宙用部品に比べ、安価で高機能な民生部品・民生技
術の衛星・コンポーネントへの転用を進める。

○ 民生部品、民生技術の宇宙への適用による低コスト
化、短納期化及び高機能化により、我が国宇宙関連企
業の国際市場への参入が促進される。

○ 実証衛星に設計等の標準化等の考え方を取り入れ、
将来の宇宙実証手段の低コスト化につなげる。

２．Ｉ．２.事業の目的・政策的位置付け
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２．Ｉ．３.目標

研究開発の流れ
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コンポーネント



２．Ｉ．３.目標

要素技術 目標・指標
（平成22年度に設定した26年度末時点の内容）

妥当性・設定理由・根拠等

①民生部
品・民生技
術の極限環
境適用技術

衛星製造等に転用可能性を有する民生部品・民生技術に
対し宇宙等極限環境を模擬した地上模擬試験を実施し、そ
の試験結果から民生部品・民生技術データベースを構築す
る。ここにデータベースへの累積登録品種数は200品種以
上とする。またデータベース活用状況をフォローする。

衛星機器の低コスト化、高機能化、
小型・軽量への寄与の可能性を
有する品種数の調査結果等によ
りデータベースの登録品種数を設
定した。

実証衛星2号機へ搭載し実証する民生部品・民生技術数（平

成13年度設定）は30品種以上とする。これを反映して、第二次
の民生部品・民生技術選定評価ガイドラインと民生部品・民
生技術適用設計ガイドラインを構築する。また、ガイドライン
類活用状況をフォローする。

実証衛星1号機に関する地上模擬
試験結果から得られた予測により、
実証衛星2号機に搭載し実証する
民生部品・民生技術数を設定した。

実証衛星3号機への搭載を念頭に、最新の民生部品・民生
技術を活用したコンポーネントの開発を行う。また実証衛星
3号機のシステム統合化検討を行う。

最新の民生部品・民生技術の宇
宙実証試験を行うために必要な
作業である。

②極限環境
で使用する
機器等の開
発支援技術

実証衛星1号機及び2号機の開発への適用結果に基づき、
極限環境で使用する機器等の設計の省力化、情報管理の
迅速化、製造・試験期間の短縮化に関する効果を定量的に
評価する。

本開発支援技術により、衛星機器
等の開発の効率化が可能となる。
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２．Ｉ．４.成果、目標の達成度
要素技術 目標・指標

（平成22年度に設定した26年度末時点の内容）

成 果

（平成26年度末時点）

達成度

①民生部
品・民生技
術の極限環
境適用技術

衛星製造等に転用可能性を有する民生部
品・民生技術に対し宇宙等極限環境を模擬
した地上模擬試験を実施し、その試験結果
から民生部品・民生技術データベースを構
築する。ここにデータベースへの累積登録品
種数は200品種以上とする。またデータベー
ス活用状況をフォローする。

地上模擬試験を実施し、その試験結果
から民生部品・民生技術データベースを
構築した。ここにデータベースへの累積
登録品種数は236品種となった。また
データベース活用状況を調査し利用促
進を検討した。

達成

実証衛星2号機へ搭載し実証する民生部品・
民生技術数（平成13年度設定）は30品種以上と
する。これを反映して、第二次の民生部品・
民生技術選定評価ガイドラインと民生部品・
民生技術適用設計ガイドラインを構築する。
また、ガイドライン類活用状況をフォローする。

実証衛星2号機へ民生部品・民生技術を
搭載し実証した数は74品種となった。こ
れを反映して第二次の民生部品・民生
技術選定評価ガイドラインと民生部品・
民生技術適用設計ガイドラインを構築し
た。また、ガイドライン類の活用状況を調
査し利用促進を検討した。

達成

実証衛星3号機への搭載を念頭に、最新の
民生部品・民生技術を活用したコンポーネン
トの開発を行う。また、実証衛星3号機のシ
ステム統合化検討を行う。

５つの新たなコンポーネントの開発を
行った。また、実証衛星3号機のシステ
ム統合化方針を明確化した。

達成

②極限環境
で使用する
機器等の開
発支援技術

実証衛星1号機及び2号機の開発への適用
結果に基づき、極限環境で使用する機器等
の設計の省力化、情報管理の迅速化、製
造・試験期間の短縮化に関する効果を定量
的に評価する。

設計の省力化、情報管理の迅速化、製
造・試験期間の短縮化に関する効果を
定量的に評価し、有意な効果を確認した。達成
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２．Ｉ．４.成果、目標の達成度

H11年度 H12年度 H13年度 H14年度 H15年度 H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

1号機

2号機

3号機

1号機

2号機

3号機

開発支援システム

実験装置

実証衛星

宇
宙
実
証
試
験

地上模擬試験

ガイドライン策定・改定

設計

設計

設計

設計

システム設計

設計

製造

製造

製造

製造

試験

試験

試験

試験

運用

運用

運用・評価
開発・試験

開発

打上げ

打上げ

研究開発の経過
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塗りつぶし部分が今回の評価範囲



２．Ｉ．４.成果、目標の達成度

地上模擬試験によるデータの取得： 民生部品

民生部品： 計２２１品種
（平成23年度以降１７部品についてデータを

取得し、データベースに追加した）

品種 H11年 H12年 H13年 H14年 H15年 H16年 H17年 H18年 H24年 H25年 H26年 合計

CPU 5 3 4 1 0 0 0 0 1 0 1 15

DSP 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 2

SRAM 4 12 6 1 1 1 1 1 0 0 0 27

SOI-SRAM 3 1 4 0 2 0 0 0 0 0 0 10

DRAM 1 10 1 1 3 1 1 0 0 0 0 18

PROM 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2

EEPROM 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 4

フラッシュメモリ 0 0 3 0 1 0 0 0 1 0 0 5

ゲートアレイ 3 0 7 1 2 0 0 0 0 0 0 13

デジタルＩＣ 3 0 19 5 0 0 0 0 0 0 0 27

デジタルIC(SOI) 2 2 2 0 2 0 0 0 0 0 0 8

アナログIC 6 10 21 4 1 0 0 2 5 4 1 54

光部品 2 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 6

SOI 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

その他 5 5 11 1 1 0 2 0 1 3 0 29

合計 37 50 81 14 13 2 4 3 8 7 2 221
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２．Ｉ．４.成果、目標の達成度

地上模擬試験によるデータの取得： 民生技術

民生技術： 計１５種

★民生部品・民生技術データベース累積登録数： ２３６
（民生部品２２１＋民生技術１５）

No. 民生技術 搭載実験装置
実証

衛星No.
備　　考

1 超塑性加工タンク ベーン式推薬タンク (VTS) 1
2 グリース潤滑 次世代パドル駆動機構 (APDM) 1
3 表面部品実装技術 無調整化TTCトランスポンダ (ATTC) 1
4 MCM化技術 オンボードコンピュータ (OBC) 1 MCM: Multi Chip Module
5 表面実装技術 スターセンサ統合型衛星制御装置 (SIS) 1
6 リチウムイオンバッテリセル リチウムイオンバッテリシステム(LIB) 1 Co系電池
7 PHIC実装技術 リチウムイオンバッテリシステム(LIB) 1 PHIC: Power Hybrid IC
8 リチウムイオン電池 リチウムイオン電池実験装置 (LIBA) 2 Mn系電池
9 MCM実装技術 高性能データ圧縮装置 (HPDC) 2
10 SOI技術 高性能データ圧縮装置 (HPDC) 2 SOI: Silicon on Insulator
11 GPS受信機 先進測位実験装置 (APE) 2
12 実装技術 先進測位実験装置 (APE) 2
13 実装技術 先進衛星構体実験装置 (ASM) 2
14 磁気軸受 磁気軸受ホイール実験装置 (MBW) 2
15 MEMS製造技術 RF-MEMS実験装置 (MEMS) 2
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※全て平成22年度以前に実施



２．Ｉ．４.成果、目標の達成度

データベースのイメージ
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（J-spacesystemsホームページより抜粋）



２．Ｉ．４.成果、目標の達成度
実証衛星２号機に搭載した実験装置からデータを取得

No. 名 称 略称

1 リチウムイオン電池実験装置 LIBA

2 高ｱｼｭｱﾗﾝｽﾃﾞｰﾀﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ装置 ADMS

3 自律フォールトトレラント計算機 CRAFT

4 リモートターミナル実験装置 PPRTU

5 高性能データ圧縮装置 HPDC

6 先進測位実験装置 APE

7 先進衛星構体実験装置 ASM

8 磁気軸受ホイール実験装置 MBW

9 RF-MEMS実験装置 MEMS

10 部品単体試験装置 －

分 類 実証衛星2号機への搭載数

機器実験装置 民生部品 ５７

民生技術 ８

部品単体試験装置 ９

総 計 ７４ Ｉ - 12

ガイドラインに
反映新しく開発した上記９コンポーネントの有用性を示すとともに、

それらに用いられた以下の部品・技術についてデータを取得



実証衛星2号機の軌道上外観

２．Ｉ．４.成果、目標の達成度

項 目 諸 元

打上げ日 平成22年6月2日

打上げロケット ロコット（ROCKOT）

運用軌道
高度1200 km、軌道傾斜角100.4deg

太陽同期軌道（SSO）

運用期間 1年 （運用終了：平成23年6月3日）

衛星重量 740kg

外形寸法 2.5m(H) x 10.2m(L)

発生電力 1300W以上（太陽指向時、EOL）

衛星制御系 ISCによる統合化制御

姿勢制御系 3軸制御

電源系
50Vフローティングバス

リチウムイオンバッテリ

データハンドリング系 CCSDS準拠パケット方式

通信系
テレメトリ：USB (2kbps), HSB (256kbps)

コマンド：4000bps

推進系
1液式（ヒドラジン）

1Nスラスタ12本

運用管制設備 USEF運用管制センター(USOC)

追跡管制局 JAXAグラウンドネットワーク（GN）局

ペイロードへのリソース
重量：300 kg以上、電力：500 W以上

データレート：2400 bps以上

実証衛星2号機の打上げ （ロシア・プレセツク射場）

実証衛星2号機の主要諸元

実証衛星２号機
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２．Ｉ．４.成果、目標の達成度

選定評価ガイドライン

１．総則

２．適用文書・関連文書

３．基本方針

４．民生部品選定基準

４.１ 民生部品の定義

４.２ 環境条件

４.３ 部品選定基準

５．評価試験

５.１ スクリーニング項目／試験条件設定

５.２ 品質確認試験項目／試験条件設定

５.３ 放射線耐性試験

５.３.１ トータルドーズ試験方法

５.３.２ シングルイベント耐性

５.３.３ その他の放射線耐性特性

６．信頼性保証

７．採用に当たっての留意点・制約事項

８．宇宙実証結果との比較方法

９．宇宙実証結果から得られた放射線試験に

対する留意事項

適用設計ガイドライン

１．目的

２．適用・関連文書等

３．定義

４．設計基準

４.１ 全般

４.２ 機器総合設計

４.３ 電気設計

４.４ 機構設計

４.５ 熱設計

４.６ EMC設計

４.７ 耐放射線設計

４.８ インタフェース設計

４.９ 信頼性設計

４.１０ 安全性設計

４.１１ 実装設計

４.１２ 部品・材料選定基準

付録：適用設計例

作成したガイドライン類
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２．Ｉ．４.成果、目標の達成度

民生部品・民生技術を活用して以下のコンポーネントの開発を行った。

No. 名 称 略称 概 要

1 トランスポンダ STRX
追加回路の要素試作・試験を実施し、目標とする
仕様を満足できることを確認済

2 電力制御器 PCU
バッテリ充電機能、温度制御機能等追加の要素
試作・試験を行い、実現性を確認済

3 グリーンプロペラント推進系 GPRCS
HANベースの低毒性推薬を適用した、１N級スラ
スタを開発中

4 半導体増幅器 SSPA
GaNを採用したKu及びKa帯MMICを新たに開発
すると共に、これを適用したSSPAを開発中

5 環境計測装置 SPM
広範囲なエネルギーの放射線粒子を計測できる
小型で低価格の装置として開発中

GPRCS SPM
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２．Ｉ．４.成果、目標の達成度

実証衛星３号機のシステム統合化検討を実施した。

項 目 諸 元
ミッション 光学センサ（TBD）
民生部品の適
用

最新の民生部品を採用
-機器の小型化、高機能化
-輸出入管理（ＩＴＡＲ規制等）の影響回避

コンポーネント トランスポンダ（STRX）
電力制御器（PCU）
グリーンプロペラント推進系（GPRCS）
半導体増幅器（SSPA）
環境計測装置（SPM)

適合ロケット H-IIAサブペイロード，イプシロン，ASAP-5，
Falcon 等の主要ロケットに適合

軌道 低高度周回軌道（高度500～700km）

地上局 追跡管制・データ受信局 （国内）
設計寿命 1年以上 （SERVIS-3ミッション要求）

5年以上 （標準バスとしての設計目標）
質量 打上質量： 170kg （内、推薬4kg）

ペイロード搭載能力： 最大80kg
電力 発生電力： 370 W （1年後）

ペイロード供給電力： 最大80W

実証衛星3号機の主要諸元

〇システム統合化の検討を行い、
定量的効果を確認

・姿勢制御系インタフェース統合化
・ペイロードインタフェース統合化

実証衛星3号機の軌道上外観
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２．Ｉ．５.事業化、波及効果

（１）知的基盤の活用
我が国で初めて構築された民生部品・民生技術のデータベース及びガイド

ラインは既存の宇宙関連企業のみならず新規参入企業にも活用されており、
これによって我が国の宇宙産業の底上げと裾野拡大に貢献している。

以下にその例を示す。
・九州工業大学：小型衛星用部品の試験技術開発、小型衛星開発
・JAXA（複数組織）：衛星への民生部品適用、JAXA内委員会での参考等
・MHI（複数組織）：新型基幹ロケット開発での民生部品適用等
・AES：小型衛星設計における部品選定
・キヤノン電子：小型衛星の民生部品使用による低コスト化推進

（２）機器実験装置の売り込み
実証衛星1号機及び2号機の実証成果を基にした先進的バス機器について、

開発担当企業による国内及び世界市場への売り込みが進んでいる。
その中で特徴的なものを以下に示す。
・リチウムイオンバッテリ： 世界でのシェアの約４０％を確保
・次世代パドル駆動機構： JAXA科学衛星に採用
・統合電力制御装置： ASNARO等の電源系に採用済
・リモートターミナル実験装置（PPRTU）： スペースワイヤのベースを確立
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平成２３年度から現在までの配布数
ガイドライン：１８件 、データベース：１４件



２．Ｉ．５.事業化、波及効果

（３）低コスト衛星バス構築と売り込み
実証衛星1号機及び2号機の開発を通じて、将来低コスト衛星バス実現の

方策が得られた。その結果、実証衛星1号機及び2号機と同規模（500～
1500kg級）の衛星バスのリカリングコストは半減でき、将来衛星バスの世界
市場での売込が期待できる。

実証衛星3号機の検討においては、100kg級衛星バスがシステム統合化に
よりペイロード搭載比率向上とインタフェース簡素化が可能となることを確認
した。その結果、低コスト化が期待できる。

（４）国際標準化
日本がリードして宇宙用リチウムイオンバッテリの国際標準（ISO)化を進め

ており、これにより我が国のメーカの世界市場における競争力強化を図る。

（５）他分野への波及効果
放射線耐性を持つ民生部品・民生技術のデータベース及びガイドラインは

宇宙関連機器だけでなく、石油掘削装置、原子力関連設備等へ波及効果が
期待できる。
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２．Ｉ．６.研究開発マネジメント・体制等

委託

ＮＥＤＯ

請負

財団法人 無人宇宙実験システム
研究開発機構（USEF）

研究開発項目①に係る研究開発
（１）地上模擬試験
（２）宇宙実証試験
（３）ガイドライン策定

研究開発項目②に係る研究開発
・開発支援技術開発

共

同

実

施

東北大学

放射線耐性予測
に関する基礎実験

早稲田大学

宇宙放射線環境
予測精度の向上

九州大学

相関関係式の
導出

宇宙実証試験における
実証衛星・実験装置・運用管制
システム製作、運用・実験支援

担当各社

地上模擬試験における
試験データ取得・整理

担当各社

開発支援
システム製作

担当各社

実証衛星の
打上げ

Eurockot

実証衛星の
追跡管制

JAXA

実証衛星1号機及び2号機
（平成11－23年度）
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２．Ｉ．６.研究開発マネジメント・体制等

委託

METI

請負

日本電気株式会社（NEC)

研究開発項目①に係る研究開発
（２）宇宙実証試験

・実証衛星3号機

一般財団法人宇宙システム開発
利用推進機構（J-spacesystems）

研究開発項目①に係る研究開発
（１）地上模擬試験
（２）宇宙実証試験
（３）ガイドライン改定

地上模擬試験における
民生部品の選定・試験等

担当各社

ガイドライン改定における
計画・維持等の支援

担当各社

実証衛星3号機
（平成22－29年度）

（H22年度のみNEDO)

宇宙実証試験における
衛星システム設計等

担当各社

請負

宇宙実証試験における
コンポーネントの開発等

担当各社

東北大学

放射線試験

JAXA

グリーンプロペラント
推進系研究開発共

同

実

施
九州工業大学

民生部品調査

（H22-26年度)
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平成22年度に中間評価が実施された。その時の提言を以下に示し、その対応を→で示す。

1)民生技術・部品の宇宙実証（SERVIS衛星）によるデータベースを活用して国際標準化する方法
を探せないか。往々にして日本は国際的な戦略に劣るので、日本の優れた材料や部品で国際
的な戦略を立てるのが望ましい。その意味で、次世代構造部材創成・加工技術も戦略的な技
術となり得る。
→本事業の中ではないが本事業での民生部品に対する放射線試験に関する成果を反映し、
平成26年度から「民生部品の宇宙放射線試験に関する国際標準化委員会」を設け、この委
員会で放射線試験をベースにした国際標準化の検討を開始した。これが実現できれば、日本
にとって有利なものとなる。更に、リチウムイオンバッテリ（LIB）は既にISOにおいて審議を継
続しており、標準化による競争力強化が期待できる。

2)空中発射システムを使って50kg級を３機同時打上げとし、毎年２、３回打上げることを国による
アンカーテナンシーとして確保することで、事業化を促進するとともに、宇宙産業技術情報基盤
整備研究開発事業等で、ベンチャー衛星メーカーによる50kg級の衛星を年６～９機作る。これ
に載せて技術実証すべき中小企業による開発機器を載せて軌道上実証させるなど、ロケット
メーカ、ベンチャー衛星メーカー、新規参入の中小企業とすべてを関連付けて成果に結び付け
ていくことも必要であると考える。特にベンチャーや中小企業の製品は、大手に比べて低コスト
で実証ができる。

→新規参入のベンチャー企業が本事業で構築したデータベースやガイドライン類を活用する
ことにより衛星、機器の開発においては力を付けてきており、実現に近づきつつある。ただ、
空中発射システムは実現が厳しい見込みであることから衛星の打ち上げは別の手段で実現
する必要がある。

２．Ｉ．７.前回の中間評価（平成２３～２６年度）の結果
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H27年度 H28年度 H29年度

2015 2016 2017

グリーンプロペラント推進系
(GPRCS)

半導体増幅器
(SSPA)

環境計測装置
(SPM)

超小型ロケット用コンポーネント等の開発（H27年度より開始）

地上模擬試験

ガイドライン改定

コンポーネント
の開発・実証

開発

運用・評価

運用・評価

製造・試験

製造・試験

TBD

改訂

開発・製造・打上・評価

※打上予定

※打上予定

（参考）今後の研究開発スケジュール案
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※JAXA革新的衛星技術実証プログラムに応募中



（参考）革新的衛星技術実証プログラム
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（出展）宇宙政策委員会第４２回会合 参考資料１


